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ＦＭ秋の夜学校2022

ＦＭ財務評価手法
研究部会の活動

ＦＭ財務評価手法研究部会
部会長 大山 信一

本日のAgenda

１．ＦＭ財務評価手法研究部会の活動

２．ＦＭ財務評価ハンドブック2020の
概要紹介

３．ＦＭ財務評価に関係する
最近の状況
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１．ＦＭ財務評価手法研究部会の活動

活動 取り組み

ＦＭ財務評価手法の普及 ＦＭ財務評価ハンドブックの作成
ＦＭ財務評価セミナーの実施

財務関連情報の収集・研究 会計基準の変更（リース会計基準他）
オフィスビル市場の動向

ＦＭ財務評価の適用事例研究 企業会計以外の会計基準によるＦＭ財務評価
新たなＦＭ施策におけるＦＭ財務評価

ＦＭ施策３

ＦＭ施策２

企業

公共

大学

医療

ＦＭ施策１働き方改革

健康経営

ＤＸ

ＳＸ

品質

供給

財務

主体 課題 目標・評価

･･･ ･･･

ＦＭ施策４

ＦＭ施策

･･･



FM 2021秋の夜学校 3

２．ＦＭ財務評価ハンドブック2020の紹介 - 歴史 -

2020201020001990

認定ファシリティ
マネジャー試験

（西暦年）
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２．ＦＭ財務評価ハンドブック2020の紹介 – 構成 -

章 主な内容

１．ＦＭ財務評価の基礎知識 第２章以降を理解する上で必要となる基礎知識

２．ファシリティコスト評価 ファシリティコストの管理と削減施策

３．施設資産評価 施設資産の管理とポートフォリオ分析

４．施設投資評価 投資評価手法の紹介と演習

５．ライフサイクルコスト評価 修繕計画、残存不具合額とＦＣＩ
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1.3 企業財務とＦＭ

ＦＭ財務評価
ＦＭの目標管理の３視点（品質、財務、供給）のうち、財務の視点から評価する技術・手法

ＦＭ部門と経営層及び財務部門とのコミュニケーションツール

損益計算書（PL） → ファシリティコスト評価

貸借対照表（BS） → 施設資産評価

キャッシュフロー計算書（CF） → 施設投資評価

長期に及ぶ財務への影響 → ライフサイクルコスト評価



FM財務評価ハンドブック2020 1-17

1.3.5 ＦＭの財務評価と経営への貢献

■ ファシリティコストの低減

利益

売上

経費 (ファシリティコスト)

売上
＝ 1－

● 経営指標

● ＦＭ財務目標

▲ ファシリティコスト評価 ▲ 施設資産評価

■ 資産の効率化
・初期投資コストの最適化
・更新改修費用の最適化
・遊休資産の活用・売却
・敷金・保証金の削減

ライフサイクルコスト評価

▲ 施設投資評価

経 営

戦略・計画

改善
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

管理

運営維持評価

ファシリティ

ROA  ＝ ＝ ×
利益

資産

利益

売上

売上

資産

公式ガイドファシリティマネジメント 図表3.4.6
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2.2.1 ファシリティコスト管理会計のための科目と細目

公式ガイド ファシリティマネジメント 図表9.3.2

①ファシリティ維持費

①-3 ファシリティ保全費

①-1 ファシリティ保有費

①-2 減価償却費

③ファシリティ管理費

［大分類］ ［小分類］ ［科目］ ［主な細目］

固定資産税、都市計画税、事業所税、
特別土地保有税、不動産取得税、登録免許税等

租税公課

賃借料 支払地代、支払家賃、共益費、仲介料等

保険料 火災保険、動産総合保険等の保険料

減価償却費 建物、建物付属設備、構築物、器具・備品等

維持費 保守費、清掃費、病害虫駆除費、修繕費等

環境整備費 環境対応費、廃却処分費、リサイクル費等

水道光熱費 電力料、水道料、ガス代、重油代等

ファシリティ運用費 設備運転・監視費、スペース変更管理費等

セキュリティ費 防災対策費、ファシリティ保安費等

業務支援費
受付・メールサービス等の業務委託費、
コピーサービス、会議室サービス等

生活支援費
医務関連、食堂・喫茶・自販機・ATM関連、
フィットネス、理髪等の生活支援サービス費

家具什器費 経費扱いの家具等購入費

パーキング費 駐車場等の運営に関わる費用等

統括管理費 FM部門人件費、統括管理経費

②ファシリティ運営費
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2.2.3 ＭＮコストチャートによるファシリティコスト評価

公式ガイドブック ファシリティマネジメント 図表9.3.3

0

ファシリティコスト
売 上 高

0

0

0

売上高

入居人数

施設面積

入居人数

経営的施策 ファシリティコスト削減対策 スペース対策

ファシリティコスト

施設面積

ファシリティコスト

売 上 高
＝

入居人数

売上高

ファシリティコスト

施設面積
× ×

施設面積

入居人数

内側に行くほど
よいと評価する

この指標の原点
は左端に配置
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2.3.5 戦略的削減施策 ④スペース配分

評価項目を要素ごとに最大→最小に
配列しベンチマーキング

・1人あたり面積（右図例参照）

・面積あたりコスト ・1人あたりコスト

・1人あたり資産 ・面積あたり資産

・１人あたり資産

評価項目のムダの原因を洗い出し

施策を講じる

13.3 

12.8 
13.1 

13.2 
13.1 13.0 13.0 

12.8 
12.6 12.6 

12.7 

12.3 

y = -0.069 x + 13.319 

R² = 0.700 

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

2008年 2010年 2012年 2014年 2016年 2018年

１
人
あ
た
り
オ
フ
ィ
ス
面
積(

㎡
）

西暦年度

１人あたりオフィス面積の推移（2008～2019、23区）

2019年

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「１人あたりオフィス面積調査（2019年）」

を元にＦＭ財務評価手法研究部会が作成

※ コロナ禍によるリモートワークの増加を考慮
したオフィス面積の考え方が必要

参考：コロナ禍で変わるオフィス面積の捉え方
（ザイマックス不動産総合研究所）

https://soken.xymax.co.jp/2021/12/14/2112-new_approach_to_office_space/

https://soken.xymax.co.jp/2021/12/14/2112-new_approach_to_office_space/
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3.1 施設資産とは

資産の部 負債の部

固定資産

有形固定資産
・土地 ・構築物
・建物 ・建設仮勘定
・建物附属設備 ・資産計上される内装・家具

（施設資産の対象外：機械及び装置、工具、車両、船舶等）

無形固定資産

・借地権 ・地上権
（施設資産の対象外：特許権、のれん、漁業権等）

投資その他資産

・敷金・保証金 ・賃貸等不動産

繰延資産

流動負債

固定負債

・資産除去債務

純資産の部

自己資本
①株主資本
・資本金
・資本剰余金
・利益剰余金
・自己株式

②その他（有価証券 評価差額金など）

少数株主持分
新規予約権

流動資産
（施設資産の対象外：現金・預金、売掛金、有価証券、棚卸資産など）

公式ガイドファシリティマネジメント 図表9.3.5



所有
継続

統合

賃貸

所有
継続

賃貸
売却

売却

SLB

売却

売却

ノンコアビジネス用
• 厚生施設
• 社宅
• 研修施設等
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3.3.1 ポートフォリオ分析

コアビジネス用
• 研究所
• 基幹工場等

準コアビジネス用
• 本社
• 営業所
• 物流施設等

適用されるＦＭ戦略

①所有の戦略その1

②所有の戦略その2

③賃借への転換戦略

④売却の戦略

• 長寿命化、計画的保全によるLCM

• 利用度向上、用途変更
• 大規模改修

• 自社使用を賃借ビル使用に転換

• 不動産証券化、単純売却など
• SLB（Sale and Lease Back）

内部価値

低

低

資
産
利
用
度

中 高

中

高

公式ガイドファシリティマネジメント 図表9.3.6
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3.3.2 ポートフォリオ分析（時間軸）

総量

縮減

③

将来付加

（＋）新しいビジネスニーズ 将来の施設群
（2030～2050年）

③

②

現在余剰
顕在・潜在

将来余剰
（－）人口減少によるビジネスニーズ
（－）電子化による業務プロセス改革

①

機能劣化

（－）耐震性
（－）ユニバーサルデザイン
（－）IT対応

現在の施設群
（2018年）

計画保全による長寿命化

用途変更
証券化
貸付
定期借地権
売却

改修・用途変更・売却 改修・用途変更・賃借・建築

④ ⑤
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4.1 施設投資評価とは

施設投資評価の目的

複数のFM投資案件（プロジェクト）の中から、資産投資（資本的支出：CAPEX）と施設
運営費（経費：OPEX）の最良のプロジェクトを選択し、経営効率の向上に貢献する

戦略施策の検討 自社ビル取得/長期賃借/短期賃借
自社ビル保有/売却賃借
統合/分散

不動産取得
建物建設
賃貸借
室内空間
情報化施設
大規模改修

複数不動産物件の選択
予算限度額（許容土地・建設費の検討）

デザイン比較
ライフサイクルコスト（LCC）最適化
賃借物件・条件の選択
ワークプレイスの検討

維持保全
運用管理

修繕改修のLCCの検討
運用システムの検討

FM戦略•計画

改善
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理
/運営維持

評価
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4.3.1 4つの施設投資評価手法の解説

①回収期間法（PBP）

投資支出

何年目

収 益

②投下資本利益率法（ROI）

何％
＜

投資支出

④内部利益率法（IRR）

何％
CGR

＝

投資支出

③正味現在価値法（NPV）

＞

＜

投資支出



FM財務評価ハンドブック2020 4-10

4.3.1.1 回収期間法（割算方式）

回収期間 = 

投資支出

投資額

予想利益

PBP＝Payback Period

投資額を投資による年平均利益で回収すれば何年かかるかを
見て、回収期間が短い投資案が良いと判断する（割算方式）
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4.3.1.1 回収期間法（引算方式）

投資支出

回収期間 = 投資額 – 予想利益 > 0

何年目

PBP＝Payback Period

投資額を投資による各年毎利益で回収すれば何年かかるかを
見て、回収期間が短い投資案が良いと判断する（引算方式）
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4.3.1.2 投下資本利益率法

投下資本利益率（ROI）

（予想利益－投資額）※年平均

投 資 額
＝

投資支出

何％
＜

ROI＝Return On Investment

投資によって生じる年々の利益を投資額で割って、投資資本
利益率を出し、率の高い投資案を良いと判断する



FM財務評価ハンドブック2020 4-13

4.3.1.3 正味現在価値法

NPV ＝ Net Present Value

割引いた利益から投資額を差引いて正味現在価値を計算し、
投資の有利不利を判断する。時間的価値を考慮した分析方法

R：キャッシュフロー
n：期間(n年度の投資)
i：割引率
I：投資額

NPV = (投資が生みだすキャッシュフローの現在価値) －（初期投資額）

NPV =
R

1

1 + i
+

R
2

1 + i( )
2 + • • • • • • +

R n

1 + i( )
n





- I
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4.3.1.4 内部利益率法

何％
CGR

＝

「 i の割引率」を求める

① IRR≧ 目標利益率

投資可(良し)

② IRR＜ 目標利益率

投資不可(悪し)

投資に必要な資金の現在価値合計と、その投資によって得ら
れる年々の利益（キャッシュフロー）の現在価値が等しくな
る割引率を利益率として投資の有利不利を判断する手法

IRR＝Internal Rate  of Return

=
R

1

1 + i
+

R
2

1 + i( )
2 + • • • • • • +

R n

1 + i( )
n





Ｉ
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4.5 目標利益率と投資判断

投
資
利
益
率

投資許容限度 投資希望金額

目標利益率
(ハードルレート)

A
B

C
D

E
F

投資案

OK

OK

OK
OK

OK、but
NO Money No

No
No

投資の方法：投資利益率が高い投資案から順に選択
また、投資資源（≒資金調達）が許容限度を超えている
場合は見送られる

良い投資とは：内部利益率（IRR） ≧ 目標利益率（ハ－ドルレ－ト）
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5.2.1 ライフサイクルコスト（LCC）とは

ライフサイクルコスト（Life Cycle Cost）
（定義）ファシリティの全生涯に必要とされる

投資・費用の総計 ＝ ① ＋ ② ＋ ③

① 企画・設計・建設に要する初期の施設投資額
② 竣工後の長い運営維持段階に発生する費用

（設備管理費、水道光熱費、家具・内装費用、
修繕・改修の投資金額など）

③ 解体処分費用

初期施設投資額, 

100 , 13%

設備管理・清掃・

警備費他, 

271 , 34%

水道・光熱費, 

144 , 18%

税金・保険, 

130 , 16%

計画的な保全, 

143 , 18%

解体, 10 , 1%

100年間のLCC

799

公式ガイドファシリティマネジメント 図表3.1.14

オフィスビル100年間のLCCの例

LCCは初期施設投資額の数倍になる
（右図の例）

→ 初期施設投資額だけでなくLCCを最適化すること
が重要

→ 初期施設投資額を少しUpすることにより、
長期にわたって運営維持段階に発生する費用を
Downするよう計画する
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5.2.5 LCMのプロセスと保全費用

単年度修繕・改修実行計画

中期修繕・改修計画

長期修繕計画

▼現在

企画 設計 建設 解体運営維持

簡易劣化診断
保全項目の策定
更新周期の設定

直近5年間

詳細劣化診断
実施／先送りの判定
修繕／改修の判定

保全予算の配分
財務部門との調整
実施結果の記録とフィードバック

1年分

期末残存
不具合額

期首残存
不具合額

ライフサイクル



0
経過年数

残存不具合額

累
積
額

FCI  5％

FCI 10％FCI

50

100

150

200

250

FCI（％）＝
残存不具合額
施設復成価格

×100

FM 2020財務評価ハンドブック 5-13

5.4.1 残存不具合額の算出

施設Ａ
長期修繕計画

直近5年間分
を抽出

詳細劣化診断
（建物毎）

保全費用の算出
（実行予算レベル）

＝残存不具合額



FM 2022秋の夜学校 5

３．ＦＭ財務評価に関する最近の状況 – オフィス市況 -
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３．ＦＭ財務評価に関する最近の状況 – 環境認証の取得状況 -

出典：三井住友信託銀行『不動産の環境認証の取得状況および経済価値の調査』

認証評価

５

認証評価

４

認証評価

３

認証評価

２

認証評価

１

★５ ★４ ★３ ★２ ★１

★５ ★４ ★３ ★２ ★１

建築評価認証 Ｓ Ａ Ｂ＋ Ｂ－ Ｃ

不動産評価認証 Ｓ Ａ Ｂ＋ Ｂ－

ウェルネス

オフィス認証
Ｓ Ａ Ｂ＋ Ｂ－ Ｃ

BELS

CASBEE

認証評価の分類

DBJ Green Building認証

◼ 東京都心5区の賃貸オフィスビル全体の34％が環境認証

を取得している。
◼ 評価3と評価5の賃料比較を行った結果、評価5の方が

4.7％賃料が高い結果が推計された。
◼ 同一ビルで環境認証取得前後の賃料比較を行った結果、

評価5では4.6％の賃料押上げ効果が推計された。
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おわりに

■部会活動 １回／月 第２火曜日（原則）17:45～ Web会議

■財務セミナー オンデマンド配信方式

■問い合わせ ＪＦＭＡ事務局
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